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はじめに 

我が国においては、公共施設等の老朽化対策が大きな課題となってきており、平成26年4月に、

国も地方公共団体に対して、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための「公共施設等

総合管理計画」の策定に取り組むことを要請しています。本村でも、その必要性を十分認識してお

り、喫緊の課題と捉えております。 

本村は、昭和 30 年 4 月に戸沢村、古口村、角川村の３村が合併し、現在に至っており、同程度

の人口規模の他の地方公共団体と比較して、多くの施設を保有している状況にあります。 

こうした状況を受け、これまでも「第４次戸沢村総合計画」、「戸沢村橋梁長寿命化修繕計画」、「戸

沢村水道ビジョン」といったインフラや施設設備の維持に関する計画を策定し、公共施設等の持続

的な利用を可能にするための取組みを進めてまいりました。 

しかしながら、今後も進行することが見込まれる人口減少や少子高齢化の進展、これらに伴う財

政状況の圧迫、村民ニーズの多様化などによる利用状況の変化など、本村の公共施設等を取り巻く

環境は予想以上に厳しいものとなってきています。 

このような現状を踏まえ、本村では、最適な公共施設サービスと財政運営を両立させながら、公

共施設を総合的かつ統括的に企画、管理、活用する仕組みである公共施設マネジメントに取り組む

こととし、その基礎資料として、村が所有する公共施設等の全体像と各用途別施設の現状分析をま

とめた「戸沢村公共施設白書」を作成しました。 

今後、本白書を活用し、適正な施設配置や施設等の長寿命化を含めた保全管理、既存施設の利活

用やリノベーションなど、将来を見据えた公共施設等のあり方について、その方針や計画を策定し、

公共施設等の適正管理及び有効活用の推進に努めてまいります。 

 

平成 29 年 3 月 

戸沢村長 渡部 秀勝 
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公共施設白書について 

１）白書作成の目的 

本白書は、用途別・地域別の保有状況、将来必要となる施設等の更新費用や個別施設の利用度・

維持管理経費などを明らかにすることを通じて、住民との間で公共施設等に関する問題意識を共有

し、今後の施設等のあり方の検討を行うための基礎資料として活用するものです。 

また、施設の機能・運営状況・代替施設の有無及び将来の人口動態なども踏まえて、全体的な視

点の中で統廃合も含めた適正配置や、より計画的な保全、施設等の有効活用を図ることに活用して

いきます。 

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための「公共施設等総合管理計画」の策定に当

たっての基礎資料とします。 

 

２）白書で対象とする公共施設 

本白書は、本村が所有する普通会計1の公共施設（主に建物）を対象とします。 

なお、普通会計における道路・橋梁などの公共インフラを除きます。 

 

３）その他 

①端数処理について 

 本白書で取り扱う数値は、金額は単位未満で切り捨て、延床面積等は単位未満で四捨五入の端数

処理を基本としています。このため、表内において表記される合計と各数値の合計が一致しない場

合があります。 

②調査時点について 

本白書に掲載する数値は、特にことわりのない限り、平成 27 年度（平成 28 年 3 月 31 日に終

了する事業年度）のものとしています。 

③％（パーセント）表記について 

「％（パーセント）」表記は基本的に小数第 2 位を四捨五入しているため、合計値が「100％」

にならない場合があります。 

④複合施設の計上について 

複合施設はそれぞれの分類毎に施設数を計上しているため、実際の施設数とは一致しません。

                                           
1 普通会計とは、一般会計と一部の特別会計（公営事業会計ではない特別会計）を合算した統計上の会計区分です。 
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第 1 章 戸沢村の概要 

１ 村の概況 

本村は、昭和 30 年４月、３村（旧戸沢村、旧古口村及び旧角川村）が合併改称し、現在の「戸

沢村」が誕生しました。 

戸沢村は山形県の北部・最上地方に位置し、東西は約 18km、南北に 23km の地域で、東は新

庄市、西は庄内町（旧東田川郡立川町）、南は大蔵村、北は鮭川村・酒田市（旧飽海郡松山町・旧飽

海郡平田町）に接しています。 

山形県を南北に貫く出羽丘陵の山々と、新庄盆地縁辺の平坦地から戸沢村の地形は形成されてい

ます。村のほぼ中央を、日本三大急流の一つ最上川が東西に貫き、庄内地方を経て日本海に注いで

います。集落域は標高 30m～500m の高原地帯にあります。 

面積は 261.31ｋ㎡あり、山形県（9,323.15ｋ㎡）の約 2.8％、最上郡（1,580.38ｋ㎡）の

16.5％にあたり、その約 89.4％が山林原野（大半が国有林野）で占められ、農用地は 18.30ｋ

㎡で 7.0％、宅地、雑種地等が 4.18ｋ㎡で 1.6％となっており、土地利用の面では限られた狭小

な地域となっています。 

春から夏にかけて、多雨多湿で低温の気候を示し、特に梅雨期はアラスカ寒気団の影響により、

低温で降雨量が多く、洪水等の災害をもたらすこともあります。冬期間は北西の風が最上川に沿っ

て吹き上げ吹雪が続くこともあります。積雪期間は 12 月から 3 月までの約 4 ヶ月間で、積雪量は

平野部で 1.5m～2m、山間部で 3m を超える豪雪となります。 

村は、古くから庄内地方と最上地方を結ぶ水運の要でした。江戸時代には、現在の村の中心であ

る古口集落に新庄藩の船番所が置かれ、舟の往来の監視を行っていました。明治時代に、難工事の

末に「磐根街道」(現国道 47 号)と呼ばれる道路が開削され、大正時代に陸羽西線が開通し、舟運

の歴史に幕を閉じました。 

現在は、最上川に並行して走る JR 陸羽西線、国道 47 号線が、本村における交通通信及び流通

の主要路となっています。 

 

本村の産業は、歴史的にも農業を基幹としている一方、日本最大の規模である「最上川舟下り」

を中心に、草薙温泉、いきいきランドぽんぽ館、高麗館、道の駅とざわなどの観光業も一躍を担う

こととなっています。 
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２ 本村の地域区分と人口重心 

図 1-1 本村の地図および地域区分、人口重心2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※面積は境界未定の為、参考値を記載しています。 

 

 平成 22 年国勢調査人口により算定した本村の人口重心は、最上広域市町村圏事務組合消防署西

支署付近にあります。 

  

                                           
2 人口重心とは、人口の 1 人 1 人が同じ重さを持つと仮定して、その地域の人口が、全体として平衡を保つことの

できる点をいいます。地図上には公表されている最新の平成 22 年の情報を使用しています。 
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３ 人口動向 

（１）戸沢村全体の人口の推移と推計 

本村の人口は、昭和 25 年（1950 年）の 11,454 人（合併以前の旧戸沢村、旧古口村、旧角

川村３村の合計人口）をピークに減少し続けており、平成 27 年（2015 年）の人口は 4,773 人

です。 

我が国全体では、平成 23 年から人口減少社会への転換が始まっていますが、本村においては、

出生数が死亡率を下回る「自然減」に加え、転出者が転入者を上回る「社会減」が続いており、国

全体の人口推移に比べても早い時期に人口減少社会に突入しており、今後も人口の減少は避けられ

ないと考えられます。 

人口構成割合をみると、昭和 55 年に人口の２0.7%を占めていた年少人口割合（0～14 歳）は、

平成 27 年には 9.5%に低下する一方、昭和 55 年に人口の 12.2%を占めていた老年人口割合（65 

歳以上）は、平成 27 年には 35.2%に上昇しています。国立社会保障・人口問題研究所の試算に

よると、平成 52 年の人口は 2,811 人となり、年少人口割合は 6.3%、老年人口割合は 48.7%に

なると推計されています。 

全国的に人口減少と少子高齢化が進んでいますが、本村は、全国の他の団体と比べても深刻な状

況であり、人口減少と少子高齢化に伴う村民ニーズの変化を踏まえた公共施設等のあり方の見直し

が急務となっています。 

図 1-2-1 本村全体の人口推移 

 

※本頁は、国勢調査3に基づく人口を用いています。他頁で用いている住民基本台帳4を用いた人口とは異なるため、

本頁と他頁の人口の合計値は一致しません。 

 

 

                                           
3 国勢調査とは、5 年ごとに全ての人及び世帯を対象として実施される国の統計調査です。 
4 住民基本台帳とは、市町村が管理する住民票を世帯ごとに編成し作成する公簿です。 
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４ 財政状況5 

（１）財政規模 

図 1-3 普通会計歳入・歳出の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本村の普通会計財政状況の8ヶ年の推移は図１－３のとおりです。平成27年度の決算の状況は、

歳入が 45 億円、歳出が 41 億円でした。 

（参考）類似・近隣自治体との歳出規模の比較 

図 1-4 類似・近隣自治体の普通会計歳出決算額（平成 26 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年度時点での本村の歳出額は 36 億円です。また、住民一人当たりの歳出額は 72 万１

千円であり、類似・近隣自治体である鮭川村、大蔵村と比較すると、少ない状況です。  

                                           
5 財政状況の図表については、主に「地方財政状況調査」のデータを元に作成しました。 
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（２）歳入 

図 1-5 普通会計歳入の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現時点の状況】 

本村の平成 27 年度の普通会計の歳入は 45 億円です。 

その内訳は、地方交付税が 21 億円で歳入の 48％を占め、次いで、その他特定財源が 6 億円、

村債が 5 億円となっています。 

 

【8 ヶ年の推移】 

歳入全体の 8 ヶ年の推移をみると、平成 24 年度には 47 億円まで増加しましたが、その後は減

少し、平成 26 年度には 38 億円にまでなりましたが、平成 27 年度には再び増加に転じ 45 億円

となっています。 

［一般財源］ 

村税は、3 億円台で推移しており、その内訳は図 1-6 のとおりです。 

地方交付税は、おおむね 20 億円から 22 億円の間で推移しています。 

その他一般財源（地方譲与税や地方特例交付金など）も、ほぼ 1 億円前後で推移しています。 

［特定財源］ 

村債、国庫支出金は、学校教育施設等の建設事業の影響もあり、増加傾向にあります。 

都道府県支出金、その他特定財源（繰入金や寄附金など）は横ばいで推移しています。 
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図 1-6 村税収入の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

村税収入は、おおむね 3 億円前後で推移しています。村民税、固定資産税ともに、大きな変動は

ありません。 

図 1-7 自主財源・依存財源の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

村税収入などの本村自ら徴収する自主財源の推移をみると、7 億円から 10 億円の間で推移して

います。一方、国等から受け入れる依存財源は、平成 20 年度の 26 億円から平成 27 年度には 35

億円となっており、年度による増減幅が大きくなっています。 

平成 27 年度における自主・依存財源の割合は、自主財源 22％、依存財源 78％となっています。 
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（３）歳出 

図 1-8 普通会計歳出の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現時点の状況】 

本村の平成 27 年度の普通会計歳出決算額は 41 億円です。その内訳は、投資的経費6が 8 億円

で最も多く 20％を占めており、次いで人件費が 7 億円、補助費等が 6 億円となっています。 

【8 ヶ年の推移】 

歳出全体の 8 ヶ年の推移をみると、投資的経費の多寡によって、全体の歳出額も増減しており、

施設等の建設事業の有無によって決算の状況が大きく変わります。 

［内訳］ 

義務的経費7である人件費、扶助費8、公債費9のうち、人件費は人員削減等の影響により減少傾向

にあるものの、扶助費は生活保護や子ども手当の創設などの影響により増加傾向にあります。公債

費はほぼ横ばいで推移していましたが、平成 21 年度より減少傾向にあります。 

投資的経費は、平成 22 年度に光ファイバー網の構築工事、平成 23 年度～平成 25 年度に戸沢

中学校の建設、平成 26 年度から戸沢小学校及び統合保育所の建設などを行ったことにより増加し

ています。 

補助費等10は増加傾向で推移しています。 

積立金・投資・出資金・貸付金は 1 億円から 2 億円で、繰出金は 4 億円でおおむね安定的に推

移しています。 

  

                                           
6 投資的経費とは、主に建設事業など施設の整備に要する経費のことです。 
7 義務的経費とは、支出が制度的に義務付けられている経費で、人件費、扶助費、公債費の 3 つをいいます。 
8 扶助費とは、社会保障制度の一環として、児童・高齢者・障害者・生活困窮者などに対して国や地方公共団体が

行う支援に要する経費のことです。 
9 公債費とは、発行した地方債の元利償還に要する経費のことです。 
10 補助費等とは、一部事務組合や各種公共的団体などに対する支出のことです。 
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図 1-9 投資的経費（普通建設事業費）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図 1-9 で対象としている費用は、普通会計の投資的経費決算額のうち、災害復旧事業費を除く普通建設事業費に

含まれる補助事業費と単独事業費との合算値となります。 

投資的経費（普通建設事業費）は、過去 8 年の平均が 6 億円です。 

平成 27 年度の投資的経費は、道路や橋梁などの土木費が 40％、学校施設などの教育費が 48％

でした。年度による増減幅が大きく、決算の状況に大きな影響を与えています。 

図 1-10 維持補修費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

維持補修費は、過去 8 年の平均が 0.9 億円です。平成 27 年度においては道路や橋梁などの土木

費にかかるものが 74％を占めています。 
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（４）基金・村債残高の推移 

図 1-11 基金残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基金の残高は、平成 20 年度は 6 億円でしたが、平成 21 年度以降は増加傾向で推移し、平成

27 年度の残高は 12 億円です。村民一人あたりの基金残高は 24 万円となっています。 

 

図 1-12 村債残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

村債は村の借金です。村債の残高は、平成 22 年度には 28 億円でしたが、平成 23 年度以降は

増加に転じ、平成 27 年度の村債残高は 40 億円です。村民一人あたりの村債残高は 82 万円とな

っています。 
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（５）財政指標の状況 

図 1-13 財政力指数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政力指数とは、地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除し

て得た数値の過去 3 年間の平均値です。財政力指数が高いほど、国から財政的に自立した状況にあ

るといえます。 

本村の財政力指数は、平成 27 年度時点で 0.15 であり、指標が高い順（優位な順）に順位付け

すると、山形県内で 34 位/35 団体、全国で 1599 位/1741 団体となっています。山形県平均と

比べて下回っており、県内他自治体に対して、村独自の財源が乏しい状況といえます。 
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図 1-14 経常収支比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常収支比率とは、財政の弾力性・硬直性を表す指標であり、地方税、普通交付税のように使途

が特定されておらず、毎年度経常的に収入として見込める一般財源（経常一般財源）のうち、人件

費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当されたものが占

める割合です。 

この指標が高いほど、財政が硬直化している(建設事業など臨時的な事業に取り組む余裕がない)

といえます。家庭における食費の割合であるエンゲル係数に例えられることもあります。 

本村の経常収支比率は、平成 27 年度時点で 80.0％であり、指標が低い順（優位な順）に順位

付けすると、山形県内で 4 位/35 団体、全国で 253 位/1741 団体となっています。県内の他自

治体と比較して、財政の硬直化は進んでおらず、弾力性を確保しているといえます。 

 

 

  

89.4 

84.0 

82.7 
84.0 

72.5 

82.8 

81.0 
80.0 

92.1 
91.1 

87.1 

88.5 88.5 88.8 
89.8 

88.2 

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

経常収支比率 経常収支比率（山形県平均）

（％）



第 1 章 戸沢村の概要 

14 

 

図 1-15 実質公債費比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質公債費比率とは、一般会計等が負担する元利償還金および準元利償還金11の標準財政規模に

対する比率の過去 3 年間の平均値で、借入金（地方債）の返済額とこれに準じる額の大きさを指標

化したものです。歳出における村の返済等の負担の大きさを示します。 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における早期健全化基準では、市町村・都道府県

ともに 25％以上だと財政状況が悪化していると判断され、35％以上になると著しい財政状況の悪

化として、自主的な財政健全化は困難と判断されます。 

本村の実質公債費比率は、平成 27 年度時点で 6.8％であり、比率が低い順（優位な順）に順位

付けすると、山形県内で 6 位/35 団体、全国で 650 位/1741 団体となっています。 

 

 

 

 

 

  

                                           
11 準元利償還金とは、一般会計等から特別会計への繰出金のうち地方債の償還の財源に充てられたものや一部事務

組合への負担金補助金のうち組合が起こした地方債の償還の財源に充てられたものです。 
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図 1-16 将来負担比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来負担比率とは、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公

共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率のことであり、地

方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での

残高を指標化し、将来、財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における早期健全化基準では、市町村（政令指定

都市は除く）においては、350％以上になると財政状況が悪化していると判断されます。 

本村の将来負担比率は、平成 27 年度時点で 72.0％であり、比率が低い順（優位な順）に順位

付けすると、山形県内で 18 位/35 団体、全国で 1377 位/1741 団体となっています。 
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図 1-17 県内の財政状況（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来の更新財源の確保の観点から特に重要と考えられる将来負担比率（ストックの指標）を縦軸

に、経常収支比率（フローの指標）を横軸に設定し、ストック・フローの両面から、県内における

財政面での比較を行ったものが図 1-17 です。 

これによると、本村は山形県内の市町村と比べて、将来負担比率は平均をやや上回る水準である

ものの、それほど悪化した水準ではありません。一方、経常収支比率が低く、他団体に比べれば財

政の弾力性は有していることが読み取れます。とはいえ、収入の多くを地方交付税に依存しており、

借金の水準が高まってきており将来の公債費の増加につながること、少子高齢化による収入減・支

出増の構造にいち早く対応する必要があること等を踏まえると、今後の施設の更新財源を考える上

では、厳しい財政状況にあるといえます。 

 

 

 

  

山形市
米沢市

鶴岡市
酒田市新庄市

寒河江市

上山市 村山市
長井市

天童市

東根市
尾花沢市

南陽市

山辺町

中山町

河北町

西川町 朝日町

大江町

大石田町

金山町 最上町

舟形町

真室川町

大蔵村

鮭川村

戸沢村

高畠町

川西町

小国町

白鷹町

飯豊町

三川町

庄内町

遊佐町

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

75.0 77.0 79.0 81.0 83.0 85.0 87.0 89.0 91.0 93.0 95.0

将
来
負
担
比
率

経常収支比率（％）

（％） 経常収支比率

（山形県平均）

将来負担比率

（山形県平均）



第 1 章 戸沢村の概要 

17 

 

（６）職員数・人件費の状況 

図 1-18 職員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-19 人件費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20 年度の職員数 97 人に対し、平成 27 年度の職員数は 95 人となっています。 

職員数の減少に伴い人件費も減少傾向にあります。 
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第２章 公共施設の状況 

１ 対象施設の類型分類 

表 2-1 対象施設の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複合施設は、それぞれの分類毎に施設数を計上しています。 

※老朽化度とは各類型における建物が建築からどの程度経過しているかの度合いを表す指標です。各建物の経過年

数を法定耐用年数で除して、1 棟ごとの老朽化度を算定し、これをウェイトとして延床面積で類型ごとに加重平

均をして算定しています。 

 

平成27年度末時点で、本村が保有する公共施設は76施設あり、総延床面積は53,382㎡です。 

これらの施設にかかる維持管理や運営状況等の現状を分析するため、総務省が用いる区分（大分

類・中分類は総務省更新費用試算ソフトに準拠）や本村の公共施設の実情に即した区分（小分類）

により分類しました。 

 

  

会計名 大分類 中分類 小分類 施設数
延床面積

(㎡)

老朽化度

（％）

公民館 3 5,593

地区公民館 2 261

社会教育系施設 図書館 図書館 1 102 72.0

体育館 4 4,664

屋外運動場 1 763

レクリエーショ ン施設・

観光施設
観光施設 2 5,725 49.0

産業系施設 産業系施設 産業施設 3 709 105.3

小学校 1 4,934

中学校 1 7,541

子育て支援施設 幼保・こども園 保育所 4 3,841 50.7

保健・福祉施設 保健施設 保健所 1 597 68.0

医療施設 医療施設 診療所 1 510 52.8

庁舎等 庁舎 1 3,985 74.2

消防施設 積載車格納庫 24 563 83.3

その他行政系施設 その他行政系施設 5 2,756 65.8

公営住宅 公営住宅 村営住宅 7 4,303 86.8

公園 公園 倉庫・便所 3 304 100.0

火葬場 1 144

その他 2 109

公衆便所 4 86

普通財産 5 5,891

76 53,382 ―

72.3

普通会計

合計

スポーツ・

レクリエーショ ン系施設

スポーツ施設 82.3

その他 その他 69.8

行政系施設

学校教育系施設 学校 31.5

村民文化系施設 集会施設
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２ 公共施設の整備状況 

図 2-1-1 大分類別の施設数（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-2 大分類別の施設数割合（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大分類別の施設数をみると、行政系施設が 39.5％を占め最も多く、スポーツ・レクリエーショ

ン系施設、行政系施設、公営住宅の 3 分類で全体の 57％を占めます。  

5 

1 

7 

3 2 
4 

1 1 

30 

7 

3 

12 

0

5

10

15

20

25

30

35

村
民
文
化
系
施
設

社
会
教
育
系
施
設

ス
ポ
ー
ツ
・

レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
系
施
設

産
業
系
施
設

学
校
教
育
系
施
設

子
育
て
支
援
施
設

保
健
・福
祉
施
設

医
療
施
設

行
政
系
施
設

公
営
住
宅

公
園

そ
の
他

(施設)

村民文化系施設

6.6%
社会教育系施設

1.3% スポーツ・

レクリエーション系施設

9.2%

産業系施設

3.9%

学校教育系施設

2.6%

子育て支援施設

5.3%

保健・福祉施設

1.3%

医療施設

1.3%

行政系施設

39.5%

公営住宅

9.2%

公園

3.9%

その他

15.8%



第２章 公共施設の状況 

20 

 

図 2-2-1 大分類別の延床面積（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-2 大分類別の延床面積割合（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大分類別の延床面積をみると、学校教育系施設が全体の 23.4％であり、次いでスポーツ・レク

リエーション系施設が 20.9％、行政系施設が 13.7%と続きます。これら 3 つの分類で、全体の

58％を占めます。 

 

  

村民文化系

施設

11.0%

社会教育系施設

0.2%

スポーツ・

レクリエーション系施設

20.9%

産業系施設

1.3%学校教育系施設

23.4%

子育て

支援施設

7.2%保健・福祉施設

1.1%

医療施設

1.0%

行政系施設

13.7%

公営住宅

8.1%

公園

0.6%
その他

11.7%

6 

0 

11 

1 

12 

4 

1 1 

7 

4 

0 

6 

0

2

4

6

8

10

12

14

村
民
文
化
系
施
設

社
会
教
育
系
施
設

ス
ポ
ー
ツ
・

レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
系
施
設

産
業
系
施
設

学
校
教
育
系
施
設

子
育
て
支
援
施
設

保
健
・福
祉
施
設

医
療
施
設

行
政
系
施
設

公
営
住
宅

公
園

そ
の
他

(千㎡)



第２章 公共施設の状況 

21 

 

図 2-3 人口と延床面積の県内自治体比較 

 

※本グラフは、行政財産建物延床面積と人口の関係について、県内の自治体と比較するため、本白書における他の

データとは別の総務省による公表資料に基づく分析を行なっているものです。 

 縦軸は、平成 26 年度（2014 年度）公共施設状況調経年比較表（総務省）によるものです。 

 横軸は、平成 27 年（2015 年）国勢調査（総務省統計局）によるものです。 

 縦軸と横軸とで年度が異なりますが、それぞれ白書作成時点で公表されている最新の調査結果を利用しています。 

※比較した自治体は、県内の町、村としています。 

※表中のななめの線は、比較対象とした自治体から導いた平均的水準を表すラインです。 

 

人口と延べ床面積の関係を、本村と人口規模が類似した県内の町、村と比較すると、図 2-3 のと

おりです。 

本村の人口は 4.7 千人、公共施設等の総延床面積は 52 千㎡であり、県内の町、村に比べて、人

口に対する公共施設の延べ床面積は平均的水準となっています。 
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３ 公共施設のストック状況 

図 2-4 大分類別の建築年度別延床面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本村の公共施設の整備状況を建築年度別に延床面積でみると、昭和 52 年度から平成 7 年度にか

けて整備が集中しています。 

旧耐震基準が適用されていた時期である昭和 55 年度以前に整備された施設は 24.1％であり、

大分類別には行政系施設が多くを占めます。 

（なお、延床面積は各施設の主要建物の建築年度に一括計上しているため、平成 25 年 1 月に完

成した戸沢中学校校舎及び平成25年10月に完成した戸沢中学校屋内運動場についても、平成25

年度に整備した学校教育系施設として一括計上しています。） 
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図 2-5 耐用年数到来年度12別の大分類別延床面積（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の延床面積を耐用年数到来年度ごとにみると、平成 39 年度（2027 年度）から平成 54 年

度（2042 年度）にかけて、耐用年数到来年度が集中しており、この時期に公共施設の更新による

財政負担が課題となってくる状況が想定されます。 

  

                                           
12 耐用年数到来年度とは、施設が建築年度から法定耐用年数を経過する年度のことを表しています。ただし、耐用

年数を超えたとしても、直ちに施設を安全に使用できないわけではありません。 
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図 2-7 大分類別の延床面積に対する耐震化状況（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な施設（耐震化の検証にそぐわない歴史的建造物などを除く）のうち、昭和 55 年度以前の旧

耐震基準で建築された施設は耐震診断を行い、耐震化が必要と判断された施設は、耐震化を実施す

る必要があります。 

これまでも順次耐震化を進めてきましたが、建築から 50 年以上経過した建物で耐震化が完了し

ていない施設もあります。 

耐震化工事が完了した施設の割合を大分類別にみると、社会教育系施設、スポーツ・レクリエー

ション系施設、産業系施設、学校教育系施設、子育て支援施設、保健・福祉施設、医療施設、公園

は耐震化が完了しています。村民文化系施設、その他についても 80％を超えており、耐震化が進

んでいます。一方で、行政系施設、公営住宅など、耐震診断は進めているものの耐震化未実施のも

のが一部残っている状況です。 
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４ 公共施設のコスト状況 

本白書では、コスト状況について「コスト」「フルコスト」「ネットコスト」「キャッシュ・フロー」

の概念を用いて分析しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

用 語 内容式 意味・用法 

コスト 維持管理費＋事業運営費 
修繕費や光熱水費、人件費など施設の運営全般

に要する費用。 

フルコスト コスト＋減価償却費 

建物の取得に要した費用（減価償却費）をコス

トに加えた費用。 

施設の将来的な建替え更新なども見据えた費用

全体を把握し、施設を維持する期間全体において

必要な１年あたりの金額を把握します。 

キャッシュ・フロー コスト－収入 

コストから収入（利用料等）を除いた実質的な

公費負担額。 

施設の収支状況を表し、施設を維持する期間中

に財政負担が大きい施設の特定などに役立てま

す。 

ネットコスト フルコスト－収入 

フルコストから収入を除いた費用。 

減価償却費を含めた支出と収入の差額によっ

て、長期的に財政負担が大きい施設の特定などに

役立てます。 

減価償却費 

維持管理費 

＋ 

事業運営費 

収入 

コスト 

＋ － 

フルコスト 

ネットコスト 

キャッシュ・フロー 
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①  コストの状況 

図 2-8 公共施設に要するコスト（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※指定管理料は、図2-14大分類別の指定管理料に記載したため、図2-8公共施設に要するコストには含みません。 

 

平成 27 年度における公共施設全体の維持運営に要する費用は約 8.22 億円です。この内訳をみ

ると、修繕費が 0.33 億円（4.0％）、人件費が 5.41 億円（66.1％）などとなっており、修繕費と

人件費の占める割合が非常に大きくなっています。 
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②  フルコストの状況 

図 2-9 大分類別のフルコスト（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-10 大分類別のフルコスト割合（平成 27 年度） 
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本白書では、公共施設サービスに要する費用として、修繕費や光熱水費などの維持管理費、人件

費などの事業運営費に加えて、施設の減価償却費を含めた「フルコスト」を用いて分析します。 

平成 27 年度の大分類別のフルコストの状況は、図 2-9 のとおりです。学校教育系施設が最も高

く 3.7 億円であり、次いでスポーツ・レクリエーション系施設が 2.2 億円です。 

また、フルコストの内訳は、図 2-10 のとおりです。学校教育系施設や医療施設は、人による行

政サービスの提供が中心となるため人件費の割合が大きく、産業系施設や公営住宅は、施設整備に

よる行政サービスの提供が中心となるため減価償却費の割合が大きいです。 

公共施設等のあり方の検討にあたっても、このように人件費が大きいのか、減価償却費が大きい

のかといったコスト構造を把握し、それを踏まえて今後の方針を検討することが重要です。 
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③  ネットコストの状況 

表 2-2 大分類別の行政コスト計算書（平成 27 年度） 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本表は、円単位で集計し単位未満で切り捨ての端数処理をしていますので合計が合わない場合があります。 

※コスト＝ 維持管理費＋事業運営費 

※フルコスト＝維持管理費＋事業運営費＋減価償却費 

※ネットコスト＝（維持管理費＋事業運営費＋減価償却費）－収入 

 

表 2-2 は、大分類別の行政コスト（コスト・フルコスト・ネットコスト）を一覧化したものです。 

フルコストが高くても、受益者負担として使用料等の収入がある場合には、ネットコストは低く

なります。平成 27 年度の公共施設全体のネットコストは 7.7 億円です。 

大分類別には、ネットコストが高いのは学校教育系施設（3.7 億円）や子育て支援施設（1.2 億

円）です。スポーツ・レクリエーション系施設はフルコストは 2.2 億円と高いものの、収入が多い

ためネットコストは 1.1 億円となっています。 

 

  

大分類
維持

管理費
事業

運営費
コスト

減価
償却費

フルコスト 収入 ネットコスト

村民文化系施設 9 11 21 16 38 0 37

社会教育系施設 0 2 2 0 2 0 2

スポーツ・
レクリエーション系施設

61 116 178 47 226 115 110

産業系施設 0 0 0 2 2 0 2

学校教育系施設 19 336 355 19 375 0 375

子育て支援施設 13 125 139 17 157 30 126

保健・福祉施設 1 1 2 2 5 0 5

医療施設 4 59 63 2 65 62 3

行政系施設 20 15 35 29 65 0 65

公営住宅 3 4 8 17 25 12 13

公園 0 0 0 0 1 0 1

その他 6 6 12 21 34 1 32

合計 141 681 822 178 1,001 223 777
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図 2-11 フルコスト上位 20 施設（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※構成比は、「第一位の施設から対象施設までのフルコストの累計」が「全施設のフルコストの累計」に占める割合

を表します。 

※公用財産に該当する施設を除外して順位付けを行っています。 

図 2-12 ネットコスト上位 20 施設（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※構成比は、「第一位の施設から対象施設までのネットコストの累計」が「全施設のネットコストの累計」に占める

割合を表します。 

※公用財産に該当する施設を除外して順位付けを行っています。 
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図 2-11 及び図 2-12 は、公共施設にかかるフルコストとネットコストについて、コストがかか

っているものから順番に並べたものです。この分析により、財政的なインパクトが高い公共施設を

把握できます。 

 

（フルコストの状況） 

図 2-11 に示したフルコスト上位の施設は、コスト規模が大きい施設です。 

「戸沢中学校」に次いで「戸沢小学校」「ぽんぽ館」「高麗館」が続きます。これら４施設のフル

コストの合計は 5.5 億円であり、全施設のフルコスト合計 10 億円に占める割合は 55.6%です。 

 

（ネットコストの状況） 

図 2-12 に示したネットコストが上位の施設は、本村にとって財政負担が大きい施設です。 

ネットコストの上位は「戸沢中学校」「戸沢小学校」「戸沢保育所」「ぽんぽ館」です、これら 4

施設のネットコストの合計は 4.7 億円であり、全施設のネットコストの合計 7.7 億円に占める割合

は 61.5%です。 
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④  指定管理者の導入の状況 

図 2-13 大分類別の指定管理者制度の導入状況（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-14 大分類別の指定管理料（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理者制度は、公の施設について、民間事業者の能力やノウハウを活用し、住民サービスの

質の向上や、施設の設置目的を効果的に達成するため、平成 15 年 9 月に設けられた制度で、施設

の管理運営を包括的に民間事業者に委ねるものです。 

本村では、スポーツ・レクリエーション系施設で本制度を導入しています。その割合は 28.6％

となっており、指定管理料は 23,800 千円です。 
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第３章 公共施設の更新費用推計 

１ 公共施設の将来の更新費用試算の前提  

（１）更新費用推計の基本的な考え方 

① 本村が保有する普通会計の公共施設（建物）について、今後 40 年間の将来の更新費用を

試算しました。 

② 更新単価は、一般財団法人地域総合整備財団(ふるさと財団)13が提供する「公共施設等更新

費用試算ソフト」で採用された単価を用いました。 

③ あくまで推計値であるため、実際にかかる経費とは異なります。 

（２）更新費用推計の前提条件（普通会計建物） 

① 建築から、法定耐用年数の 1/2 の期間経過後に大規模改修、法定耐用年数経過後に建替え

るとして推計を行います。 

② 大規模改修の修繕期間は 2 年、建替え期間は 3 年とします。 

③ 2015 年度（平成 27 年度）時点で、既に更新の時期を迎えているものについては、試算

時単年度では費用が集中することになるため、負担を分散軽減できるように、2016 年度（平

成 28 年度）から法定耐用年数の 20％相当の期間に均等に割り当てます。 

④ 建物の分類ごとに、法定耐用年数経過後に現在と同じ延床面積で更新すると仮定し、延床

面積に下記の更新単価を乗じて試算します。 

【普通会計建物の分類別更新単価表】 

会計区分 分類区分 建替え単価 大規模改修単価 

 

 

 

 

 

 

普通会計 

村民文化系施設 ４０万円/㎡ ２５万円/㎡ 

社会教育系施設 ４０万円/㎡ ２５万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系施設 ３６万円/㎡ ２０万円/㎡ 

産業系施設 ４０万円/㎡ ２５万円/㎡ 

学校教育系施設 ３３万円/㎡ １７万円/㎡ 

子育て支援施設 ３３万円/㎡ １７万円/㎡ 

保健・福祉施設 ３６万円/㎡ ２０万円/㎡ 

医療施設 ４０万円/㎡ ２５万円/㎡ 

行政系施設 ４０万円/㎡ ２５万円/㎡ 

公営住宅 ２８万円/㎡ １７万円/㎡ 

公園 ３３万円/㎡ １７万円/㎡ 

供給処理施設 ３６万円/㎡ ２０万円/㎡ 

その他 ３６万円/㎡ ２０万円/㎡ 

※建替えに伴う解体費、仮移転費用、設計料等を含むものと想定します。 

 

                                           
13 一般財団法人地域総合整備財団[ふるさと財団]は、地方公共団体の公共施設マネジメントの導入について、様々

な方法で支援している法人です。 
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                        【構造・用途別の耐用年数表】                （単位：年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「統一的な基準による地方公会計マニュアル」より（平成 27 年 1 月 総務省） 
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（３）図表内用語の説明 

過去年度実績に関する用語 

既存更新分 投資的経費のうち、既存の公共施設の改修等更新にかけた実際の経費 

新規整備分 投資的経費のうち、新規の公共施設の建設等整備にかけた実際の経費 

新規+既存 

直近過去年度平均 

過去年度にかけてきた、既存更新分と新規整備分の投資的経費の年平均実績

額 

既存更新 

直近過去年度平均 

過去年度にかけてきた、既存更新分の投資的経費の年平均実績額 

推計以降に関する用語 

大規模改修 建築物の主要構造部（壁、柱、床、はり、 屋根、階段 ）の一種以上について行

う過半の修繕、模様替えのこと 

積み残し（積残） 試算開始時点で、既に建物の更新時期（大規模改修・建替え時期）を過ぎている

が、更新されずに残されている建物 

【積み残し建替え】建替えの更新年度が試算開始以前である場合 

【積み残し大規模改修】大規模改修の更新年度が試算開始以前である場合（た

だし、およそ耐用年数の 80％に相当する期間を経過している建物については、

大規模改修は実施せずに建替えするものとし、大規模改修についての費用計上

は行わない。） 

年更新費用試算額 試算開始年度から 40 年の間にかかると試算された更新費用総額の年平均額 
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２ 公共施設の将来の更新費用試算結果 

図 3 公共施設の更新費用試算（普通会計建物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在本村が保有する普通会計の公共施設（建物）を、耐用年数経過後に同じ規模（延床面積）で

更新したと仮定した場合、今後 40 年間の更新費用の総額は 362.7 億円で、試算期間における平

均費用は年間 9.0 億円です。 

過去５年間（平成 23 年度～平成 27 年度）の公共施設にかけてきた投資的経費は、年平均 5.9

億円ですので、今後の更新にあたっては、直近の投資的経費の 1.5 倍の費用がかかる試算となりま

す。 

  

更新にかけて
きた金額

これからかかる
更新費用

将来の更新費用（9.0 億円/年）

は、直近投資額の実績（5.9 億

円/年）を年平均で 3.1 億円上

回っています 

更新対象ストック 5.3万㎡

年更新費用試算額 9.0億円 試算期間の更新費用総額 362.7億円

新規＋既存 直近5ヶ年度平均 5.9億円 年更新費用試算額との比較 1.5倍

既存更新 直近5ヶ年度平均 0.8億円 年更新費用試算額との比較 10.2倍
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第４章 公共施設類型分類別の分析 

本章では、施設を中分類又は小分類別に、主として利用者数やコスト、延床面積といった情報を

基に分析することで、公共施設の現状と今後の課題を明らかにします。 

【図・表例とデータの見方】 

１．施設一覧（中分類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 公共施設類型分類別の施設の基本情報の一覧です。施設名称、運営主体、複合施設、延床面積、老朽化度、主要建物

建築年度と構造、耐用年数到来年度の状況を整理しています。 

運 営 主 体 施設の運営主体者を示しています。 

本村が直接運営する施設は「直営」、指定管理者制度を導入している施設は「指定管理者」

と表記しています。 

複 合 施 設 同一建物の中に複数の用途が存在する施設で、該当する施設に「●」を表示しています。同

一敷地内でも建物ごとに分類が分かれている場合は、複合施設とはしません。 

老 朽 化 度 【計算式】 

① 経過年数÷耐用年数＝【１棟毎老朽化度】 

②  (A 棟延床面積×A 棟老朽化度＋B 棟延床面積×B 棟老朽化度＋C 棟・・・)÷施設延

床面積＝【1 施設毎老朽化度】 

○ 100％以上の場合、経過年数が法定耐用年数14を超えた状態にあることを示します。 

○ １つの施設の中に、複数の建物がある場合は、延床面積をベースとした加重平均値と

して算出しています（上記計算式参照）。そのため、古い施設であっても、新しく建てら

れた建物を含む場合などには老朽化度が低くなる場合があります。 

○ あくまで建築からどの程度経過しているかの指標であるため、割合が高くとも、長寿命

化工事等により延伸が図られている場合があります。 

主要建物建築年度 施設内の主要建物（学校の校舎棟など施設の主な機能を持つ建物）が建築された年度を表

記しています。 

主 要 建 物 構 造  施設内の主要建物の建築構造を表記しています。グラウンドや公園などの屋外施設の場合

は、施設内にある事務所やトイレ等の構造を表記しています。 

主 要 建 物 

耐用年数到来年度 

施設内の主要建物の耐用年数が到来する年度を表記しています。 

 

                                           
14 法定耐用年数は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に準拠しています。なお、法定耐用年数はあくま

で適切な減価償却計算のために使用されるものであり、耐用年数を超えても、直ちに安全に使用できない訳では

ありません。 

小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

1 ○○コミュニティセンター 直営 1,932 62.86 平成 2年度 鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 40年度

2 ××コミュニティセンター 指定管理者 ● 4,167 42.11 平成 10年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 48年度

小計 6,099

1 ○○中央公民館 貸付 83 104.00 昭和 37年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 24年度

2 ○○東地区公民館 管理委託 41 100.00 昭和 59年度 軽量鉄骨造 平成 26年度

3 △△中央公民館 指定管理者 798 110.78 昭和 48年度 鉄骨造 平成 16年度

4 △△地区公民館 指定管理者 105 142.07 昭和 60年度 鉄骨造 平成 35年度

小計 1,027

その他集会施設 1 ○○ふるさと会館 直営 150 181.82 昭和 49年度 木造 平成 8年度

小計 150

合計 7,276

コミュニティ
センター

公民館
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２．利用度・コスト一覧（中分類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 施設ごとに利用度やコストを明らかにしています。 

◆ 維持管理費と事業運営費の合計をコスト、建物の老朽化の進行を表す減価償却費を含めたコストをフルコスト、フルコスト

から利用者等から受け取る収入を差し引いたものをネットコストとして整理しています。 

維 持 管 理 費  改修・修繕にかかる費用（修繕費）とランニングコスト（光熱水費等、土地建物賃貸借料）です。 

事 業 運 営 費  事業を運営するためにかかる費用（人件費、運営業務委託費など）です。 

コ ス ト 維持管理費＋事業運営費 

支出ベースの年間のコストを表しています。 

利 用 者 数 平成 27 年度に施設を利用した人数です。 

減 価 償 却 費  建物の取得価額または再調達価額に、建物の耐用年数ごとに設定される償却率を乗じた額

で、建設コストの毎年度の負担額です。 

フ ル コ ス ト 維持管理費＋事業運営費＋減価償却費 

減価償却費を含めた発生ベースの年間のコストを表しています。 

収 入 施設使用料、手数料など受益者負担として収入した金額です。 

ネ ッ ト コ ス ト 維持管理費＋事業運営費＋減価償却費－収入 

フルコストから収入を控除したもので、発生コストの純額を表しています。 

指 定 管 理 料  村から指定管理者へ支払われる委託費です。 
 

３．施設配置状況（中分類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 公共施設類型分類別に該当施設の配置状況を地図情報で明らかにしています。 

◆ 地図情報をもとに、公共施設の配置が適切であるかどうかの検討の参考とします。 

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

利用者数
（人）

利用者
1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フルコスト
（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ﾈｯﾄｺｽﾄ
収支差額
（千円）

指定
管理料
（千円）

○○コミュニティセンター 3,810 11,816 15,627 7,433 2,102 3,677 19,304 2,597 65 19,239 ―

××コミュニティセンター 3,819 6 3,826 5,316 719 813 4,640 872 512 4,127 0

小計 9,516 12,936 22,453 43,058 521 9,835 32,288 749 1,248 31,040 0

○○中央公民館 5,023 6,005 11,028 41,722 264 3,974 15,003 359 61 14,941 ―

○○東地区公民館 2,938 1,838 4,777 5,514 866 2,491 7,268 1,318 433 6,835 ―

△△中央公民館 6,063 498 6,562 52,679 124 8,929 15,491 294 198 15,293 0

△△地区公民館 1,012 520 1,533 8,580 178 2,358 3,891 453 0 3,891 0

小計 54,463 65,091 119,555 326,507 366 65,967 185,522 568 2,725 182,796 0

○○ふるさと会館 16,954 7,785 24,740 38,323 645 7,282 32,023 835 5,015 27,007 ―

小計 16,988 9,259 26,248 38,323 684 10,402 36,650 956 5,015 31,634 ―

合計 82,498 91,156 173,655 412,688 420 91,003 264,659 641 9,019 255,639 0

コミュニティセンター

公民館

その他集会施設
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４．利用者数（小分類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 棒グラフで公共施設類型分類別に各施設の利用者数と平均値を示しています。 

◆ グラフ形式で比較分析を行うことで、利用度が低い施設の特定などに役立てます。 

※ 分類内に 1 施設のみの場合は、比較の目的を果たさないためグラフの掲載無しとしています。 

５．フルコストと延床面積（小分類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 棒グラフでフルコストとその内訳、折れ線で延床面積を示しています。また、フルコストの平均値を青の破線、延床面積の

平均値を赤の破線にて示しています。 

◆ グラフ形式で比較分析を行うことで、類型内における各施設の規模や財政的な影響を把握します。 

※ 分類内に 1 施設のみの場合は、比較の目的を果たさないためグラフの掲載無しとしています。 

41,722 
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６．利用者数とフルコスト（小分類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

É 散布図で利用者数とフルコストを示しています。縦に引かれたグレーの実線は利用者数の平均値を、横に引かれたグレ

ーの実線はフルコストの平均値を示しています。 

É 2 軸による 4 象限で表示することにより、利用とコストの状況を示します。各象限の意味するところは右上図のとおりであ

り、これらの象限を目安として取るべき対応手段が分かれます。 

※ 分類内に 1 施設のみの場合は、比較の目的を果たさないためグラフの掲載無しとしています。 

７．延床面積と耐用年数到来年度（小分類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

É バブル図で延床面積と耐用年数到来年度を示します。グラフ上の黄色の縦線は調査時点の年度を示しています。 

É 2 軸で表示することにより、各施設の規模と更新時期の重なりを把握します。 

É バブルの大きさは延床面積に比例し、施設規模の大きなものほどバブルも大きく表示されます。 

※ 本章では比較的施設数の多い小分類や建替え・取り壊しの対象になりやすい小分類を抜粋して掲載しています。 
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８．キャッシュ・フローと老朽化度（小分類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 散布図でキャッシュ・フローと老朽化度を示しています。 

◆ 縦に引かれた実線は老朽化度 100％を示します。これより右側は耐用年数を経過した施設であることを、左側はまだ耐用

年数未経過であることを示します。建設時は左端の 0％からスタートし、毎年経過するごとに徐々に右側に移動します。 

◆ 横に引かれた点線は、キャッシュ･フローの平均値を示します。施設によっては収入超過となるものがあり、その場合は、

マイナスの値として示されます。 

◆ キャッシュ・フローの平均値と老朽化度 100％の水準で 4 象限を作り、施設がプロットされたゾーンごとに公費負担度合いと

老朽化度を一目で把握します。老朽化度 100％を超えているもの（ないし100％に近いもの）は更新等の対応を検討すべき

施設です。また、老朽化度が 100％未満であっても、キャッシュ・フローが大きく、高コスト体質（公費負担が重い）とされる

ものは、早急にコストの削減等を検討し、施設利用期間におけるトータルコストの圧縮を検討する必要があります。 

※ 分類内に 1 施設のみの場合は、比較の目的を果たさないためグラフの掲載無しとしています。 

 

キャッシュ・フロー 維持管理費＋事業運営費－収入 

コストから収入を控除したもので、支出コストの純額を表しています。いわゆる、毎年の公費負担

額を表しています。プラスは支出超過の状態を、マイナスは収入超過の状態を表しています。 
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１ 集会施設の状況 

表 4-1-1 集会施設の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公民館は、村内に 3 施設あり、延床面積は合計 5,593 ㎡です。 

地区公民館は、村内に 2 施設あり、延床面積は合計 261 ㎡です。 

 

表 4-1-2 集会施設の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公民館の利用者数の合計は 24,522 人です。フルコストは 37,349 千円です。 

地区公民館の利用者数の合計は 1,235 人です。フルコストは 910 千円です。 

 

  

小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

1 戸沢村中央公民館 直営 ● 1,988 72.0 昭和 54年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 41年度

2 戸沢村南部地区地域振興センター 直営 ● 2,465 73.8 昭和 57年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 41年度

3 戸沢村農村環境改善センター 管理委託 1,140 66.0 昭和 59年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 43年度

小計 5,593

1
戸沢村南部地区地域振興センター
（上本郷地区公民館）

直営 ● 110 63.0 平成 10年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 37年度

2
戸沢村防雪センター
（西沢地区公民館）

直営 ● 151 105.9 昭和 54年度 鉄骨造 平成 25年度

小計 261

合計 5,854

地区公民館

公民館

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

利用者数
（人）

利用者
1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フル
コスト

（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

公民館

戸沢村中央公民館 4,028 9,366 13,394 16,451 814 5,366 18,761 1,140 510 18,251 ―

戸沢村南部地区地域振興センター 859 639 1,498 1,920 780 7,111 8,610 4,484 0 8,610 ―

戸沢村農村環境改善センター 4,825 1,767 6,592 6,151 1,071 3,385 9,978 1,622 130 9,847 ―

小計 9,713 11,772 21,485 24,522 876 15,863 37,349 1,523 640 36,709 ―

地区公民館

戸沢村南部地区地域振興センター
（上本郷地区公民館）

38 102 141 171 826 565 706 4,133 5 701 ―

戸沢村防雪センター
（西沢地区公民館）

164 38 203 1,064 191 0 203 191 0 203 ―

小計 202 141 344 1,235 279 565 910 736 5 904 ―

合計 9,915 11,914 21,830 25,757 847 16,429 38,259 1,485 645 37,614 ―
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図 4-1-1 集会施設の配置状況 
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① 〔集会施設〕公民館の状況 

図 4-1-2 公民館の利用者数（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公民館のうち、年間の利用者数が最も多い施設は、中央公民館の 16,451 人であり、2 番目は農

村環境改善センターの 6,151 人です。 

 

図 4-1-3 公民館のフルコストと延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公民館のうち、延床面積が最も広いのは、南部地区地域振興センターの 2,465 ㎡であり、2 番

目は中央公民館の 1,988 ㎡です。また、フルコストが最も高いのは、中央公民館の 18,761 千円

であり、2 番目は農村環境改善センターの 9,978 千円です。 

  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

21,000

戸
沢
村
中
央
公
民
館

戸
沢
村
南
部
地
区

地
域
振
興
セ
ン
タ
ー

戸
沢
村
農
村

環
境
改
善
セ
ン
タ
ー

維持管理費 事業運営費 減価償却費 フルコスト平均 延床面積 延床面積平均

延
床
面
積

（千円） （㎡）

フ
ル
コ
ス
ト

16,451 

1,920 

6,151 
（平均利用者数 8,174）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

戸
沢
村
中
央
公
民
館

戸
沢
村
南
部
地
区

地
域
振
興
セ
ン
タ
ー

戸
沢
村
農
村
環
境

改
善
セ
ン
タ
ー

（人）



第４章 公共施設類型分類別の分析 

45 

 

図 4-1-4 公民館の利用者数とフルコスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コストと利用者の関係では、中央公民館は、利用者が多いですが、その分コストも高いことから、

コスト削減が課題といえます。 

図 4-1-5 公民館のキャッシュ・フローと老朽化度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 いずれも老朽化度は 100%未満であり、耐用年数未到来です。中央公民館は、他の施設よりも事

業運営費が高額のため、公費負担を示すキャッシュ・フローが高水準です。 
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② 〔集会施設〕地区公民館の状況 

図 4-1-6 地区公民館の利用者数（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区公民館の年間の利用者数は、南部地区地域振興センター（上本郷地区公民館）が 171 人で

あり、防雪センター（西沢地区公民館）が 1,064 人です。 

 

図 4-1-7 地区公民館のフルコストと延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区公民館の延床面積は、南部地区地域振興センター（上本郷地区公民館）が 110 ㎡で、防雪

センター（西沢地区公民館）が 151 ㎡です。また、フルコストは、南部地区地域振興センター（上

本郷地区公民館）が 706 千円であり、防雪センター（西沢地区公民館）が 203 千円です。 
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図 4-1-8 地区公民館の利用者数とフルコスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南部地区地域振興センターは平成 10 年度に建築された施設であり、減価償却費が計上されてい

るため、防雪センターよりもコストが高いです。減価償却費は、コスト削減が困難であるため、コ

スト削減ではなく、有効活用のための利用促進が課題といえます。 

図 4-1-9 地区公民館のキャッシュ・フローと老朽化度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャッシュ・フローは共に低い水準ですが、防雪センターは、老朽化度が 100%を超えています。  
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２ 図書館の状況 

表 4-2-1 図書館の一覧 

 

 

 

 

 

図書館は、村内に 1 施設あり、延床面積は合計 102 ㎡です。 

 

表 4-2-2 集会施設の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

図書館の利用者数の合計は 1,215 人です。フルコストは 2,811 千円です。 

 

 

 

  

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

利用者数
（人）

利用者
1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フル
コスト

（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

図書館

戸沢村中央公民館（図書室） 206 2,329 2,536 1,215 2,087 275 2,811 2,314 0 2,811 ―

小計 206 2,329 2,536 1,215 2,087 275 2,811 2,314 0 2,811 ―

合計 206 2,329 2,536 1,215 2,087 275 2,811 2,314 0 2,811 ―

小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

図書館 1 戸沢村中央公民館（図書室） 直営 ● 102 72.0 昭和 54年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 41年度

小計 102

合計 102
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図 4-2-1 図書館の配置状況 
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３ スポーツ施設の状況 

表 4-3-1 スポーツ施設の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体育館は、村内に 4 施設あり、延床面積は合計 4,664 ㎡です。 

屋外運動場は、村内に 1 施設あり、延床面積は合計 763 ㎡です。 

 

表 4-3-2 スポーツ施設の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体育館の利用者数の合計は 10,514 人です。フルコストは 32,151 千円です。 

屋外運動場の利用者数は 11,764 人です。フルコストは 12,969 千円です。維持管理費が多額

にかかっています。 

 

 

  

小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

1 戸沢村中央公民館（体育館） 直営 1,658 72.0 昭和 54年度 鉄骨造 平成 41年度

2
戸沢村南部地区地域振興センター
（体育館）

直営 ● 943 94.1 昭和 58年度 鉄骨造 平成 29年度

3 旧古口小学校（体育館） 直営 ● 940 74.5 昭和 55年度 鉄骨造 平成 39年度

4 旧神田小学校（体育館） 直営 1,123 73.5 平成 02年度 鉄骨造 平成 36年度

小計 4,664

屋外運動場 1 戸沢村若者総合施設 管理委託 763 112.8 昭和 59年度 鉄骨造 平成 34年度

小計 763

合計 5,427

体育館

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

利用者数
（人）

利用者
1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フル
コスト

（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

体育館

戸沢村中央公民館（体育館） 3,360 8,361 11,722 9,167 1,278 2,652 14,375 1,568 208 14,166 ―

戸沢村南部地区地域振興センター
（体育館）

328 370 699 158 4,424 2,546 3,245 20,539 3 3,241 ―

旧古口小学校（体育館） 678 1,574 2,253 ― ― 1,861 4,114 ― 0 4,114 ―

旧神田小学校（体育館） 1,436 1,755 3,191 1,189 2,684 7,224 10,416 8,760 78 10,337 ―

小計 5,804 12,062 17,867 10,514 1,699 14,284 32,151 3,057 290 31,860 ―

屋外運動場

戸沢村若者総合施設 10,173 1,666 11,840 11,764 1,006 1,129 12,969 1,102 1,016 11,952 ―

小計 10,173 1,666 11,840 11,764 1,006 1,129 12,969 1,102 1,016 11,952 ―

合計 15,978 13,728 29,707 22,278 1,333 15,413 45,120 2,025 1,307 43,813 ―
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図 4-3-1 スポーツ施設の配置状況 
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① 〔スポーツ施設〕体育館の状況 

図 4-3-2 体育館の利用者数（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体育館のうち、年間の利用者数が最も多い施設は、中央公民館（体育館）の 9,167 人であり、2

番目は旧神田小学校（体育館）の 1,189 人です。 

図 4-3-3 体育館のフルコストと延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体育館のうち、延床面積が最も広いのは、中央公民館（体育館）の 1,658 ㎡です。また、フル

コストが最も高いのは、中央公民館（体育館）の 14,375 千円です。 
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図 4-3-4 体育館の利用者数とフルコスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央公民館は利用者数が多いものの、コストも高いことから、コスト削減が課題と言えます。一

方、旧神田小学校（体育館）は利用者数の割にコストが高い施設です。コストが削減困難な減価償

却費であるため、コスト削減ではなく、有効活用のための利用促進が課題と言えます。 

図 4-3-5 体育館のキャッシュ・フローと老朽化度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 いずれも老朽化度は 100%未満であり、耐用年数未到来です。旧神田小学校（体育館）は利用料

等収入を控除すると、コストは高いものの、公費負担を示すキャッシュ・フローは低水準です。 

 

② 〔スポーツ施設〕屋外運動場の状況 

若者総合施設の年間の利用者数は、11,764 人です。また、延床面積は 763 ㎡、フルコストは

12,969 千円です。  
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４ レクリエーション施設・観光施設の状況 

表 4-4-1 レクリエーション施設・観光施設の一覧 

 

 

 

 

 

 

観光施設は、村内に 2 施設あり、延床面積は合計 5,725 ㎡です。 

 

表 4-4-2 レクリエーション施設・観光施設の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

 

観光施設の利用者数の合計は 100,068 人です。フルコストは 180,989 千円です。 

 

 

  

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

利用者数
（人）

利用者
1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フル
コスト

（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

観光施設

ぽんぽ館 35,485 55,218 90,703 48,702 1,862 20,485 111,188 2,283 69,103 42,085 17,800

高麗館 10,174 47,841 58,016 51,366 1,129 11,784 69,800 1,358 45,567 24,232 6,000

小計 45,659 103,059 148,719 100,068 1,486 32,270 180,989 1,808 114,670 66,318 23,800

合計 45,659 103,059 148,719 100,068 1,486 32,270 180,989 1,808 114,670 66,318 23,800

小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

1 ぽんぽ館 指定管理者 4,679 44.1 平成 07年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 54年度

2 高麗館 指定管理者 1,046 71.1 平成 09年度 木造 平成 33年度

小計 5,725

合計 5,725

観光施設
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図 4-4-1 レクリエーション施設・観光施設の配置状況 
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① 〔レクリエーション施設・観光施設〕観光施設の状況 

図 4-4-2 観光施設の利用者数（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

観光施設の年間の利用者数は、ぽんぽ館が 48,702 人であり、高麗館が 51,366 人です。 

 

図 4-4-3 観光施設のフルコストと延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観光施設の延床面積は、ぽんぽ館が 4,679 ㎡で、高麗館が 1,046 ㎡です。また、フルコストは、

ぽんぽ館が 111,188 千円であり、高麗館が 69,800 千円です。 
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図 4-4-4 観光施設の利用者数とフルコスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者数はほぼ同じですが、ぽんぽ館の方が高コスト体質となっています。 

図 4-4-5 観光施設のキャッシュ・フローと老朽化度 
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５ 産業系施設の状況 

表 4-5-1 産業系施設の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

産業施設は、村内に 3 施設あり、延床面積は合計 709 ㎡です。 

 

表 4-5-2 産業系施設の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 施設を合わせたフルコストは 2,912 千円です。 

 

 

 

  

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

利用者数
（人）

利用者
1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フル
コスト

（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

産業施設

戸沢村南部地区地域振興センター
（民間企業貸付部分）

105 146 252 ― ― 901 1,154 ― 0 1,154 ―

戸沢村淡水魚ふ化養殖センター 79 389 468 ― ― 1,181 1,650 ― 0 1,650 ―

戸沢村生産試作管理施設 30 77 108 ― ― 0 108 ― 0 108 ―

小計 215 613 829 ― ― 2,082 2,912 ― 0 2,912 ―

合計 215 613 829 ― ― 2,082 2,912 ― 0 2,912 ―

小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

1
戸沢村南部地区地域振興センター
（民間企業貸付部分）

貸付 ● 304 70.2 昭和 57年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 41年度

2 戸沢村淡水魚ふ化養殖センター 貸付 266 95.8 平成 04年度 木造 平成 28年度

3 戸沢村生産試作管理施設 貸付 139 200.0 昭和 60年度 木造 平成 12年度

小計 709

合計 709

産業施設
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図 4-5-1 産業系施設の配置状況 
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① 〔産業系施設〕産業施設の状況 

図 4-5-2 産業施設のフルコストと延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業施設のうち、年間の利用者数が最も多い施設は、南部地区地域振興センター（民間企業貸付

部分）の 304 ㎡であり、2 番目は淡水魚ふ化養殖センターの 266 ㎡です。また、フルコストが最

も高いのは、淡水魚ふ化養殖センターの 1,650 千円であり、2 番目は南部地区地域振興センター

（民間企業貸付部分）の 1,154 千円です。 

図 4-5-3 産業施設のキャッシュ・フローと老朽化度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産試作管理施設は、老朽化度が 200%と耐用年数を大幅に超過しています。 
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６ 学校の状況 

表 4-6-1 学校の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

小学校は、村内に 1 施設あり、延床面積は合計 4,934 ㎡です。 

中学校は、村内に 1 施設あり、延床面積は合計 7,541 ㎡です。 

 

表 4-6-2 学校の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校の児童数の合計は 186 人です。フルコストは 181,508 千円です。 

中学校の生徒数の合計は 120 人です。フルコストは 193,683 千円です。 

 

 

  

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

児童数/
生徒数
（人）

児童/
生徒

1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フルコスト
（千円）

児童/
生徒

1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

小学校

戸沢小学校 7,995 154,443 162,438 186 873,324 19,070 181,508 975,853 0 181,508 ―

小計 7,995 154,443 162,438 186 873,324 19,070 181,508 975,853 0 181,508 ―

中学校

戸沢中学校 11,495 181,625 193,120 120 1,609,340 562 193,683 1,614,025 0 193,683 ―

小計 11,495 181,625 193,120 120 1,609,340 562 193,683 1,614,025 0 193,683 ―

合計 19,490 336,068 355,559 306 1,161,958 19,632 375,191 1,226,117 0 375,191 ―

小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

小学校 1 戸沢小学校 直営 4,934 72.9 昭和 61年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 45年度

小計 4,934

中学校 1 戸沢中学校 直営 7,541 4.4 平成 25年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 72年度

小計 7,541

合計 12,475
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図 4-6-1 学校の配置状況 
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① 〔学校〕小学校の状況 

図 4-6-2 小学校の児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戸沢小学校の平成 27 年度の児童数は 186 人です。6 年後の平成 33 年度には 155 人になるこ

とが想定されています。 

 

② 〔学校〕中学校の状況 

図 4-6-7 中学校の生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戸沢中学校の平成 27 年度の生徒数は 120 人です。6 年後の平成 33 年度には 92 人になるこ

とが想定されています。 
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７ 幼保・こども園の状況 

表 4-7-1 幼保・こども園の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

保育所は、村内に 4 施設あり、延床面積は合計 3,841 ㎡です。 

 

表 4-7-2 幼保・こども園の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育所の園児数の合計は 112 人です。フルコストは 157,404 千円です。 

 

 

 

 

  

小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

1 古口保育所 直営 1,006 39.4 平成 09年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 56年度

2 戸沢保育所 直営 1,113 61.8 昭和 63年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 47年度

3 神田保育所 直営 460 46.8 平成 05年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 52年度

4 角川保育所 直営 1,262 51.2 平成 03年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 50年度

小計 3,841

合計 3,841

保育所

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

園児数
（人）

園児
1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フルコスト
（千円）

園児
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

保育所

古口保育所 3,900 27,932 31,833 23 1,384,044 4,371 36,204 1,574,121 2,540 33,664 ―

戸沢保育所 5,214 56,653 61,867 63 982,026 5,076 66,943 1,062,598 6,329 60,614 ―

神田保育所 2,240 24,960 27,201 15 1,813,454 3,579 30,781 2,052,085 11,038 19,742 ―

角川保育所 2,411 16,187 18,599 11 1,690,828 4,875 23,474 2,134,050 10,540 12,934 ―

小計 13,766 125,735 139,501 112 1,245,550 17,902 157,404 1,405,396 30,448 126,956 ―

合計 13,766 125,735 139,501 112 1,245,550 17,902 157,404 1,405,396 30,448 126,956 ―
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図 4-7-1 幼保・こども園の配置状況 
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① 〔幼保・こども園〕保育所の状況 

図 4-7-2 保育所の園児数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育所のうち、平成 27 年度の園児数が最も多い施設は、戸沢保育所の 63 人であり、最も園児

数が少ない施設は、角川保育所の 11 人です。 

 

図 4-7-3 保育所のフルコストと延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育所のうち、延床面積が最も広いのは、角川保育所の 1,262 ㎡であり、2 番目は戸沢保育所

の 1,113 ㎡です。また、フルコストが最も高いのは、戸沢保育所の 66,943 千円であり、2 番目

は古口保育所の 36,204 千円です。  
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図 4-7-4 保育所の園児数とフルコスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戸沢保育所の園児数が多いものの、他の施設の園児数が少ない状況です。園児数におおむね比例

する形でコスト（主に事業運営費）がかかっています。 

図 4-7-5 保育所のキャッシュ・フローと老朽化度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いずれの施設も老朽化度は 100%未満であり、耐用年数未到来の状況です。  
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小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

保健所 1 戸沢村保健センター 直営 597 68.0 昭和 56年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 43年度

小計 597

合計 597

８ 保健施設の状況 

表 4-8-1 保健施設の一覧 

 

 

 

 

 

保健所は、村内に 1 施設あり、延床面積は合計 597 ㎡です。 

 

表 4-8-2 保健施設の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

保健所の利用者数の合計は 1,449 人です。フルコストは 5,014 千円です。 

 

 

  

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

利用者数
（人）

利用者
1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フル
コスト

（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

保健所

戸沢村保健センター 1,169 1,696 2,865 1,449 1,977 2,148 5,014 3,460 0 5,014 ―

小計 1,169 1,696 2,865 1,449 1,977 2,148 5,014 3,460 0 5,014 ―

合計 1,169 1,696 2,865 1,449 1,977 2,148 5,014 3,460 0 5,014 ―
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図 4-8-1 保健施設の配置状況 
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小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

診療所 1 中央診療所 直営 510 52.8 昭和 63年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 50年度

小計 510

合計 510

９ 医療施設の状況 

表 4-9-1 医療施設の一覧 

 

 

 

 

 

診療所は、村内に 1 施設あり、延床面積は合計 510 ㎡です。 

 

表 4-9-2 医療施設の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

診療所の利用者数の合計は 13,762 人です。フルコストは 65,918 千円です。 

 

 

  

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

利用者数
（人）

利用者
1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フル
コスト

（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

診療所

中央診療所 4,055 59,627 63,683 13,762 4,627 2,235 65,918 4,789 62,771 3,147 ―

小計 4,055 59,627 63,683 13,762 4,627 2,235 65,918 4,789 62,771 3,147 ―

合計 4,055 59,627 63,683 13,762 4,627 2,235 65,918 4,789 62,771 3,147 ―
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図 4-9-1 医療施設の配置状況 
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小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

庁舎 1 戸沢村役場 直営 3,985 74.2 昭和 52年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 39年度

小計 3,985

合計 3,985

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

利用者数
（人）

利用者
1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フル
コスト

（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

庁舎

戸沢村役場 18,223 13,694 31,917 ― ― 16,035 47,953 ― 227 47,725 ―

小計 18,223 13,694 31,917 ― ― 16,035 47,953 ― 227 47,725 ―

合計 18,223 13,694 31,917 ― ― 16,035 47,953 ― 227 47,725 ―

１０ 庁舎等の状況 

表 4-10-1 庁舎等の一覧 

 

 

 

 

 

庁舎は、村内に 1 施設あり、延床面積は合計 3,985 ㎡です。 

 

表 4-10-2 庁舎等の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

庁舎にかかるフルコストは 47,953 千円です。 
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図 4-10-1 庁舎等の配置状況 
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１１ 消防施設の状況 

表 4-11-1 消防施設の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

積載車格納庫は、村内に 24 施設あり、延床面積は合計 563 ㎡です。 

 

 

  

小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

1 ポンプ自動車車庫（古口） 直営 35 358.8 昭和 29年度 木造 昭和 46年度

2 ポンプ自動車車庫（角川） 直営 46 111.8 平成 08年度 木造 平成 25年度

3 積載車格納庫（旧５－１－２） 直営 21 104.0 平成 01年度 軽量鉄骨造 平成 26年度

4 積載車格納庫（１－１－１） 直営 16 17.7 平成 24年度 木造 平成 41年度

5 積載車格納庫（１－１－２） 直営 29 117.7 平成 07年度 木造 平成 24年度

6 積載車格納庫（１－２－１） 直営 42 52.9 平成 18年度 木造 平成 35年度

7 積載車格納庫（１－２－２） 直営 16 5.9 平成 26年度 木造 平成 43年度

8 積載車格納庫（１－３－１） 直営 16 5.9 平成 26年度 木造 平成 43年度

9 積載車格納庫（１－３－２） 直営 11 11.8 平成 25年度 木造 平成 42年度

10 積載車格納庫（１－３－３） 直営 23 41.2 平成 20年度 木造 平成 37年度

11 積載車格納庫（２－１－１） 直営 18 35.3 平成 21年度 木造 平成 38年度

12 積載車格納庫（２－１－２） 直営 30 152.9 平成 01年度 木造 平成 18年度

13 積載車格納庫（２－２－１） 直営 42 47.1 平成 19年度 木造 平成 36年度

14 積載車格納庫（２－２－２） 直営 11 0.0 平成 27年度 木造 平成 44年度

15 積載車格納庫（２－３－１） 直営 11 11.8 平成 25年度 木造 平成 42年度

16 積載車格納庫（２－３－２） 直営 16 5.9 平成 26年度 木造 平成 43年度

17 積載車格納庫（３－１－３） 直営 10 147.1 平成 02年度 木造 平成 19年度

18 積載車格納庫（３－２－１） 直営 43 58.8 平成 17年度 木造 平成 34年度

19 積載車格納庫（３－２－２） 直営 17 23.5 平成 23年度 木造 平成 40年度

20 積載車格納庫（４－１－１） 直営 18 76.5 平成 14年度 木造 平成 31年度

21 積載車格納庫（４－１－３） 直営 43 58.8 平成 17年度 木造 平成 34年度

22 積載車格納庫（４－２－１） 直営 18 29.4 平成 22年度 木造 平成 39年度

23 積載車格納庫（４－２－２） 直営 18 82.4 平成 13年度 木造 平成 30年度

24 積載車格納庫（４－２－３） 直営 13 147.1 平成 02年度 木造 平成 19年度

小計 563

合計 563

積載車格納庫
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表 4-11-2 消防施設の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

積載車格納庫にかかるフルコストは 3,090 千円です。 

 

 

  

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

利用者数
（人）

利用者
1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フル
コスト

（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

積載車格納庫

ポンプ自動車車庫（古口） 25 7 33 ― ― 0 33 ― 0 33 ―

ポンプ自動車車庫（角川） 26 7 33 ― ― 0 33 ― 0 33 ―

積載車格納庫（旧５－１－２） 24 7 32 ― ― 0 32 ― 0 32 ―

積載車格納庫（１－１－１） 26 18 44 ― ― 123 168 ― 0 168 ―

積載車格納庫（１－１－２） 28 7 36 ― ― 0 36 ― 0 36 ―

積載車格納庫（１－２－１） 184 16 201 ― ― 148 349 ― 0 349 ―

積載車格納庫（１－２－２） 31 7 39 ― ― 147 187 ― 0 187 ―

積載車格納庫（１－３－１） 28 7 35 ― ― 140 176 ― 0 176 ―

積載車格納庫（１－３－２） 26 7 33 ― ― 130 163 ― 0 163 ―

積載車格納庫（１－３－３） 27 22 50 ― ― 81 131 ― 0 131 ―

積載車格納庫（２－１－１） 26 7 34 ― ― 63 98 ― 0 98 ―

積載車格納庫（２－１－２） 106 7 114 ― ― 0 114 ― 0 114 ―

積載車格納庫（２－２－１） 29 29 59 ― ― 148 208 ― 0 208 ―

積載車格納庫（２－２－２） 25 7 33 ― ― 0 33 ― 0 33 ―

積載車格納庫（２－３－１） 25 7 32 ― ― 130 163 ― 0 163 ―

積載車格納庫（２－３－２） 28 7 35 ― ― 133 169 ― 0 169 ―

積載車格納庫（３－１－３） 136 7 144 ― ― 0 144 ― 0 144 ―

積載車格納庫（３－２－１） 37 16 53 ― ― 152 205 ― 0 205 ―

積載車格納庫（３－２－２） 26 7 34 ― ― 60 94 ― 0 94 ―

積載車格納庫（４－１－１） 26 7 34 ― ― 63 98 ― 0 98 ―

積載車格納庫（４－１－３） 29 16 45 ― ― 152 198 ― 0 198 ―

積載車格納庫（４－２－１） 26 24 51 ― ― 63 115 ― 0 115 ―

積載車格納庫（４－２－２） 26 7 34 ― ― 63 98 ― 0 98 ―

積載車格納庫（４－２－３） 26 7 34 ― ― 0 34 ― 0 34 ―

小計 1,009 275 1,285 ― ― 1,804 3,090 ― 0 3,090 ―

合計 1,009 275 1,285 ― ― 1,804 3,090 ― 0 3,090 ―
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図 4-11-1 消防施設の配置状況 
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① 〔消防施設〕積載車格納庫の状況 

図 4-11-2 積載車格納庫のフルコストと延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

積載車格納庫のうち、延床面積が最も広いのは、ポンプ自動車車庫（角川）の 46 ㎡であり、2

番目は積載車格納庫（３－２－１）と積載車格納庫（４－１－３）の 43 ㎡です。また、フルコス

トが最も高いのは、積載車格納庫（１－２－１）の 349 千円で、2 番目は積載車格納庫（2－２－

１）の 208 千円です。 

図 4-11-3 積載車格納庫のキャッシュ・フローと老朽化度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ポンプ自動車車庫（古口）は昭和 29 年度に建設された木造建物であり、老朽化度が著しく高く

なっています。 
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１２ その他行政系施設の状況 

表 4-12-1 その他行政系施設の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他行政系施設は、村内に 5 施設あり、延床面積は合計 2,756 ㎡です。 

 

表 4-12-2 その他行政系施設の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他行政系施設にかかるフルコストは 14,740 千円です。 

 

 

  

小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

1 やまなみセンター除雪車格納庫 直営 41 147.1 平成 02年度 木造 平成 19年度

2
戸沢村南部地区地域振興センター
(地域おこし協力隊事務所）

直営 ● 1,818 63.0 平成 10年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 37年度

3 戸沢村営バス車庫 直営 104 90.3 昭和 62年度 鉄骨造 平成 30年度

4 戸沢村防雪センター（除雪車格納庫） 直営 ● 73 105.9 昭和 54年度 鉄骨造 平成 25年度

5 戸沢村除雪ステーション 直営 720 60.5 平成 04年度 鉄骨造 平成 42年度

小計 2,756

合計 2,756

その他
行政系施設

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

利用者数
（人）

利用者
1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フル
コスト

（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

その他行政系施設

やまなみセンター除雪車格納庫 32 7 40 ― ― 0 40 ― 0 40 ―

戸沢村南部地区地域振興センター
(地域おこし協力隊事務所）

633 671 1,304 ― ― 9,325 10,630 ― 0 10,630 ―

戸沢村営バス車庫 35 44 80 ― ― 262 343 ― 0 343 ―

戸沢村防雪センター
（除雪車格納庫）

21 62 84 ― ― 0 84 ― 0 84 ―

戸沢村除雪ステーション 788 442 1,230 ― ― 2,411 3,641 ― 0 3,641 ―

小計 1,512 1,228 2,740 ― ― 11,999 14,740 ― 0 14,740 ―

合計 1,512 1,228 2,740 ― ― 11,999 14,740 ― 0 14,740 ―
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図 4-12-1 その他行政系施設の配置状況 
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① 〔その他行政系施設〕その他行政系施設の状況 

図 4-12-2 その他行政系施設のフルコストと延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他行政系施設のうち、延床面積が最も広いのは、南部地区地域振興センター(地域おこし協力

隊事務所）の 1,818 ㎡であり、2 番目は除雪ステーションの 720 ㎡です。また、フルコストが最

も高いのは、南部地区地域振興センター(地域おこし協力隊事務所）の 10,630 千円であり、2 番

目は除雪ステーションの 3,641 千円です。 

図 4-12-3 その他行政系施設のキャッシュ・フローと老朽化度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

やまなみセンター除雪車格納庫は、木造建物であり、老朽化度が高くなっています。防雪センタ

ーも、老朽化度が 100%を超えています。  
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１３ 公営住宅の状況 

表 4-13-1 公営住宅の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小分類 No 施設名称
運営
主体

棟No 棟名称
延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

建築年度 建物構造
耐用年数
到来年度

1 1号棟 95 9.1 平成 25年度 木造 平成 47年度

2 2号棟 97 9.1 平成 25年度 木造 平成 47年度

3 3号棟 99 4.6 平成 26年度 木造 平成 48年度

4 4号棟 99 4.6 平成 26年度 木造 平成 48年度

5 1号棟 108 18.2 平成 23年度 木造 平成 45年度

6 2号棟 108 13.6 平成 24年度 木造 平成 46年度

7 3号棟 95 13.6 平成 24年度 木造 平成 46年度

8 1号棟 79 72.7 平成 11年度 木造 平成 33年度

9 2号棟 79 72.7 平成 11年度 木造 平成 33年度

10 3号棟 79 68.2 平成 12年度 木造 平成 34年度

11 4号棟 79 68.2 平成 12年度 木造 平成 34年度

12 5号棟 79 68.2 平成 12年度 木造 平成 34年度

13 1号棟 75 63.6 平成 13年度 木造 平成 35年度

14 2号棟 75 63.6 平成 13年度 木造 平成 35年度

15 3号棟 75 63.6 平成 13年度 木造 平成 35年度

16 4号棟 76 63.6 平成 13年度 木造 平成 35年度

17 5号棟 76 63.6 平成 13年度 木造 平成 35年度

5 村営向名高住宅 直営 18 1号棟 30 245.5 昭和 36年度 木造 昭和 58年度

19 1号棟 66 131.8 昭和 61年度 木造 平成 20年度

20 2号棟 66 131.8 昭和 61年度 木造 平成 20年度

21 3号棟 66 131.8 昭和 61年度 木造 平成 20年度

22 4号棟 66 131.8 昭和 61年度 木造 平成 20年度

23 5号棟 66 131.8 昭和 61年度 木造 平成 20年度

24 6号棟 66 131.8 昭和 61年度 木造 平成 20年度

25 7号棟 66 131.8 昭和 61年度 木造 平成 20年度

26 8号棟 66 131.8 昭和 61年度 木造 平成 20年度

27 9号棟 65 127.3 昭和 62年度 木造 平成 21年度

28 10号棟 68 127.3 昭和 62年度 木造 平成 21年度

29 11号棟 68 127.3 昭和 62年度 木造 平成 21年度

30 12号棟 68 127.3 昭和 62年度 木造 平成 21年度

31 13号棟 65 127.3 昭和 62年度 木造 平成 21年度

32 14号棟 65 127.3 昭和 62年度 木造 平成 21年度

33 15号棟 66 118.2 平成 01年度 木造 平成 23年度

34 16号棟 73 118.2 平成 01年度 木造 平成 23年度

35 17号棟 66 118.2 平成 01年度 木造 平成 23年度

36 18号棟 66 118.2 平成 01年度 木造 平成 23年度

37 19号棟 73 118.2 平成 01年度 木造 平成 23年度

38 20号棟 65 122.7 昭和 63年度 木造 平成 22年度

39 21号棟 65 122.7 昭和 63年度 木造 平成 22年度

40 22号棟 65 122.7 昭和 63年度 木造 平成 22年度

41 23号棟 65 122.7 昭和 63年度 木造 平成 22年度

42 24号棟 65 122.7 昭和 63年度 木造 平成 22年度

43 25号棟 65 122.7 昭和 63年度 木造 平成 22年度

44 26号棟 73 118.2 平成 01年度 木造 平成 23年度

45 集会所 66 118.2 平成 01年度 木造 平成 23年度

村営上台住宅

村営古口住宅

村営戸沢住宅

4

6

村営住宅

直営

直営1

2

3

直営

直営

直営

定住促進住宅
みどりの丘

定住促進住宅
クリダイの丘住宅
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村営住宅は、村内に 7 施設あり、延床面積は合計 4,303 ㎡です。 

 

表 4-13-2 公営住宅の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

村営住宅にかかるフルコストは 25,964 千円です。 

 

 

  

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

入居戸数
（戸）

入居戸数
当たり

のコスト
（円/戸）

減価
償却費
（千円）

フルコスト
（千円）

入居戸数
当たり

のﾌﾙｺｽﾄ
（円/戸）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

村営住宅

定住促進住宅　みどりの丘 31 77 108 6 18,148 4,088 4,197 699,514 2,036 2,160 ―

定住促進住宅　クリダイの丘住宅 16 38 55 3 18,448 2,322 2,377 792,536 1,140 1,237 ―

村営上台住宅 410 852 1,262 4 315,598 4,182 5,444 1,361,201 1,027 4,417 ―

村営古口住宅 347 593 941 5 188,272 3,767 4,708 941,743 1,487 3,220 ―

村営向名高住宅 1 77 79 1 79,394 0 79 79,394 24 55 ―

村営戸沢住宅 1,461 2,272 3,733 25 149,354 0 3,733 149,354 5,089 -1,355 ―

村営真柄住宅 1,294 970 2,265 9 251,706 3,157 5,422 602,545 1,578 3,844 ―

小計 3,563 4,883 8,446 53 159,369 17,517 25,964 489,894 12,383 13,580 ―

合計 3,563 4,883 8,446 53 291,822 17,517 25,964 753,004 12,383 13,580 ―

小分類 No 施設名称
運営
主体

棟No 棟名称
延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

建築年度 建物構造
耐用年数
到来年度

46 村営真柄住宅 926 76.6 昭和 54年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 38年度

47 自転車置場 19 150.0 昭和 54年度 軽量鉄骨造 平成 15年度

48 プロパン庫 10 105.9 昭和 54年度 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ 平成 25年度

49 受水槽室 11 150.0 昭和 54年度 軽量鉄骨造 平成 15年度

50 倉庫1 9 150.0 昭和 54年度 軽量鉄骨造 平成 15年度

51 倉庫2 9 150.0 昭和 54年度 軽量鉄骨造 平成 15年度

52 倉庫3 9 150.0 昭和 54年度 軽量鉄骨造 平成 15年度

53 倉庫4 9 150.0 昭和 54年度 軽量鉄骨造 平成 15年度

小計 4,303

合計 4,303

7村営住宅 村営真柄住宅 直営
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図 4-13-1 公営住宅の配置状況 
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① 〔公営住宅〕村営住宅の状況 

図 4-13-2 村営住宅のフルコストと延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

村営住宅のうち、延床面積が最も広いのは、戸沢住宅の 1,798 ㎡であり、2 番目は真柄住宅の

1,004 ㎡です。また、フルコストが最も高いのは、上台住宅の 5,444 千円であり、2 番目は真柄

住宅の 5,422 千円です。 

図 4-13-3 村営住宅の延床面積と耐用年数到来年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 もっとも大規模な戸沢住宅はすでに耐用年数が到来しています。また、小規模の村営住宅は今後

ほぼ同時期に耐用年数を迎えます。  
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図 4-13-4 村営住宅のキャッシュ・フローと老朽化度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 向名高住宅は、昭和 36 年度建設の木造住宅であり、老朽化が進んでいます。戸沢住宅もすでに

耐用年数が到来済みであり、老朽化度は 100%を超えています。その他の住宅は耐用年数未到来で

すが、多くが木造住宅であり、耐用年数が鉄筋コンクリート造のものと比べて短いため、老朽化は

進みやすいといえます。 
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施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

利用者数
（人）

利用者
1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フル
コスト

（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

倉庫・便所

古口農村公園 50 72 122 ― ― 0 122 ― 0 122 ―

名高農村公園 0 0 0 ― ― 0 0 ― 0 0 ―

明戸地区親水公園 309 77 387 ― ― 800 1,188 ― 0 1,188 ―

小計 359 150 510 ― ― 800 1,310 ― 0 1,310 ―

合計 359 150 510 ― ― 800 1,310 ― 0 1,310 ―

１４ 公園の状況 

表 4-14-1 公園の一覧 

 

 

 

 

 

 

倉庫・便所は、村内に 3 施設あり、延床面積は合計 304 ㎡です。 

 

表 4-14-2 公園の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

 

倉庫・便所にかかるフルコストは 1,310 千円です。 

 

 

  

小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

1 古口農村公園 直営 89 134.3 平成 05年度 木造 平成 22年度

2 名高農村公園 直営 38 129.4 平成 05年度 木造 平成 22年度

3 明戸地区親水公園 直営 177 76.5 平成 13年度 木造 平成 37年度

小計 304

合計 304

倉庫・便所



第４章 公共施設類型分類別の分析 

87 

 

図 4-14-1 公園の配置状況 
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① 〔公園〕倉庫・便所の状況 

図 4-14-2 倉庫・便所のフルコストと延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

倉庫・便所のうち、延床面積が最も広いのは、明戸地区親水公園の 177 ㎡であり、2 番目は古

口農村公園の 89 ㎡です。また、フルコストが最も高いのは、明戸地区親水公園の 1,188 千円で

あり、2 番目は古口農村公園の 122 千円です。 

 

図 4-14-3 倉庫・便所のキャッシュ・フローと老朽化度 
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小分類 No 施設名称
運営
主体

複合
施設

延床
面積
(㎡)

老朽
化度
(%)

主要建物
建築年度

主要
建物構造

主要建物
耐用年数
到来年度

火葬場 1 戸沢村火葬場 直営 144 60.2 昭和 57年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 44年度

小計 144

1 寺台市民農園管理棟 貸付 99 29.2 平成 20年度 木造 平成 44年度

2 旧古口小学校前バス待合室 直営 10 88.2 平成 12年度 木造 平成 29年度

小計 109

1 古口駅公衆トイレ 直営 21 13.3 平成 25年度 木造 平成 40年度

2 向名高公衆トイレ 直営 23 153.3 平成 04年度 木造 平成 19年度

3 土湯山野外スポーツ林公衆トイレ 直営 39 140.0 平成 06年度 木造 平成 21年度

4 浄の滝登山口バイオトイレ 直営 4 10.5 平成 23年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 61年度

小計 86

1 旧あかつき寮 貸付 371 89.4 昭和 48年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 32年度

2 旧古口小学校 直営 ● 2,526 78.9 昭和 55年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 39年度

3 旧古口小学校前車庫 貸付 19 140.0 昭和 55年度 木造 平成 17年度

4 旧神田小学校 直営 2,654 55.3 平成 01年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 平成 48年度

5 角川中学校・旧校舎 貸付 321 96.8 昭和 60年度 鉄骨造 平成 28年度

小計 5,891

合計 6,231

公衆便所

普通財産

その他

１５ その他の状況 

表 4-15-1 その他の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火葬場は、村内に 1 施設あり、延床面積は合計 144 ㎡です。 

その他は、農園管理棟とバス待合室の 2 施設があり、延床面積は合計 109 ㎡です。 

公衆便所は、村内に 4 施設あり、延床面積は合計 86 ㎡です。 

普通財産は、村内に 5 施設あり、延床面積は合計 5,891 ㎡です。 
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表 4-15-2 その他の利用度とコストの一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火葬場のフルコストは 4,446 千円です。 

その他施設のフルコストは 777 千円です。 

公衆便所のフルコストは 2,210 千円です。 

普通財産のフルコストは 27,046 千円です。 

  

施設名称
維持

管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

コスト
（千円）

利用者数
（人）

利用者
1人当たり
のコスト
（円/人）

減価
償却費
（千円）

フル
コスト

（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ネット
コスト

収支差額

（千円）

指定
管理料
（千円）

火葬場

戸沢村火葬場 1,656 2,273 3,929 ― ― 516 4,446 ― 1,062 3,384 ―

小計 1,656 2,273 3,929 ― ― 516 4,446 ― 1,062 3,384 ―

その他

寺台市民農園管理棟 11 7 19 ― ― 590 610 ― 0 610 ―

旧古口小学校前バス待合室 12 7 20 ― ― 146 167 ― 0 167 ―

小計 24 15 40 ― ― 737 777 ― 0 777 ―

公衆便所

古口駅公衆トイレ 315 481 797 ― ― 133 931 ― 0 931 ―

向名高公衆トイレ 456 395 851 ― ― 0 851 ― 0 851 ―

土湯山野外スポーツ林公衆トイレ 0 0 0 ― ― 0 0 ― 0 0 ―

浄の滝登山口バイオトイレ 73 77 150 ― ― 277 428 ― 0 428 ―

小計 844 955 1,799 ― ― 411 2,210 ― 0 2,210 ―

普通財産

旧あかつき寮 9 7 17 ― ― 1,101 1,119 ― 360 759 ―

旧古口小学校 1,761 1,603 3,365 ― ― 7,243 10,609 ― 0 10,609 ―

旧古口小学校前車庫 0 7 7 ― ― 0 7 ― 36 -28 ―

旧神田小学校 1,809 1,604 3,413 ― ― 10,843 14,257 ― 38 14,218 ―

角川中学校・旧校舎 5 7 13 ― ― 1,039 1,053 ― 0 1,053 ―

小計 3,586 3,231 6,817 ― ― 20,229 27,046 ― 434 26,612 ―

合計 6,112 6,475 12,587 ― ― 21,894 34,482 ― 1,496 32,985 ―
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図 4-15-1 その他の配置状況 
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① 〔その他〕火葬場の状況 

戸沢村火葬場の延床面積は 144 ㎡です。また、フルコストは 4,446 千円です。 

② 〔その他〕その他の状況 

図 4-15-2 その他のフルコストと延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の延床面積は、寺台市民農園管理棟が 99 ㎡で、旧古口小学校前バス待合室が 10 ㎡です。

また、フルコストは、寺台市民農園管理棟が 610 千円であり、旧古口小学校前バス待合室が 167

千円です。 

図 4-15-3 その他のキャッシュ・フローと老朽化度 
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③ 〔その他〕公衆便所の状況 

図 4-15-4 公衆便所のフルコストと延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公衆便所のうち、延床面積が最も広いのは、土湯山野外スポーツ林公衆トイレの 39 ㎡であり、

フルコストが最も高いのは、古口駅公衆トイレの 931 千円です。 

 

図 4-15-5 公衆便所のキャッシュ・フローと老朽化度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２施設はすでに老朽化度 100%を超えており、老朽化が進んでいるといえます。 
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④ 〔その他〕普通財産の状況 

図 4-15-6 普通財産のフルコストと延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普通財産のうち、延床面積が最も広いのは、旧神田小学校の 2,654 ㎡であり、2 番目は旧古口

小学校の 2,526 ㎡です。また、フルコストが最も高いのは、旧神田小学校の 14,257 千円であり、

2 番目は旧古口小学校の 10,609 千円です。旧神田小学校は維持コストがかかっているのが特徴的

です。 

図 4-15-7 普通財産のキャッシュ・フローと老朽化度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 旧古口小学校前車庫は小さな施設ですが、老朽化が進んでいます。旧神田小学校を除く施設は後

10 年程度の間に次々と耐用年数を経過していきます。  
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第５章 公共施設の課題と今後の取り組み 

１ 公共施設の課題 

（１）少子高齢化の急激な進行および人口減少によるニーズの変化 

戸沢村は、昭和 55 年に 7,601 人であった人口が減少し続け、平成 27 年には 4,773 人となり

ました。減少傾向は現在も続いており、平成 52 年には 2,811 人まで減少することが見込まれま

す。そして、これと同時に、急激な少子高齢化が進行します。 

このような状況による世代構成の変化により、教育施設や子育て支援施設では余剰が発生し、高

齢者を対象とした施設の需要が高まるなど、公共施設へのニーズが変化することが予想されます。

このような状況変化を踏まえ、施設規模の見直し、既存公共施設の多目的での活用も視野に入れ、

公共施設に係る村民ニーズに対応する必要があります。 

（２）公共施設等の老朽化 

本村の公共施設の整備状況を建築年度別に延床面積でみると、昭和 52 年度から平成 7 年度にか

けて整備が集中しています。旧耐震基準が適用されていた時期である昭和 55 年度以前に整備され

た施設は 24%にのぼり、安心・安全の観点から課題がある公共施設や老朽化が深刻な状況にある

公共施設が多くあることが分かります。 

昭和 55 年度以前に整備された施設を大分類別に延床面積でみると、行政系施設が多くを占めま

す。こうした老朽化施設については、今後の人口動向、世代構成の変化を考慮し、その必要性を精

査したうえで、今後のあり方を検討していく必要があります。 

（３）公共施設の更新需要の増大 

現在本村が保有する公共施設の今後 40 年間の更新費用の総額は 362.7 億円で、試算期間にお

ける 1 年あたりの平均費用は 9.0 億円となります。 

過去５年間（平成 23 年度～平成 27 年度）に既存の公共施設の更新にかけてきた金額は年平均

5.9 億円なので、現在本村が保有する公共施設を今後も全て維持していくと仮定した場合、今後 40

年間でこれまでの 1.5 倍程度の公共施設の更新に係る支出が必要となる計算になります。 

（４）公共施設等にかけられる財源の限界 

本村の村税収入は、ほぼ横ばいで推移しています。しかし、今後は生産年齢人口の減少等に伴っ

て村税収入の減少が見込まれ、扶助費等の歳出は増加することが見込まれます。 

また、整備された公共施設等の機能を適切に保つためには、維持管理や運営に係る経常的な費用

も毎年度必要となり、大規模修繕なども必要となります。 

公共施設等の整備更新や維持管理に支出できる財源には限界があることを前提に、公共施設等の

あり方を検討していく必要があります。  



第５章 公共施設の課題と今後の取り組み 

96 

 

２ 戸沢村の今後の取組み 

（１）公共施設等の状況に関する周知 

 今回取りまとめた公共施設白書について周知徹底と今後の公共施設等に関する取組みの推進に向

けた職員研修を行います。 

 また、村民の皆様に対しても公共施設等の状況を知っていただくために、広報及び村ホームペー

ジなどで周知します。 

 

（２）公共施設等に関する計画の策定 

 公共施設白書で現状把握した結果を踏まえ、総務省から策定が要請されている「公共施設等総合

管理計画」を策定します。 

公共施設等総合管理計画は、公共施設等に関する基本的な方向性を整理したものであり、この方

向性を踏まえて村民の皆様とも合意を図りながら、既存施設の規模見直しや有効活用法など、具体

的な公共施設等の管理に関する見直しの取組みを進めます。 

 

（３）公共施設等に関するマネジメント手法の改善 

 公共施設マネジメントの全庁的な情報管理・共有、及び内部管理を検討します。 

総務省は、平成 29 年度までに固定資産台帳情報を反映した民間的手法による財務諸表を作成す

ることを求めており、本村としてもそれに対応し、資産管理の充実を図ります。 
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